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特集 :市布計画部庇を構想する
-2019年市布計画法に向けた捉岨

SpecialIssue:PlanningNewJapanesePlanningSystem
-Ca日engesFacedby2019CityPlanningLaw

都市計画の司法統制一審査対象と時問軸の問題を中心に

JudicialControlofCityPlanning-ItsSubjectMatteI･andProblemsCaused
bytheTimeSpanbetweenAdministrativeandJudicialDecisions

角松生史 神戸大学大学院 法学研究科 軟投 NarufumiKAI)OMATSU protesst'r.Gmduate=1.ht-olofLaw
Kohetlniversity

Thispaperexaminesthepresentlegal血meworkofjudicialcon恥lofcityplmi ganditspossibleimprovements･TheJapanese

SupremeCourtbasicallyholdstothepositionthatcityplanningdecisionsdonotbelongto''admin血ativedisposition't,the

pnncIPalsubjectmatterofadministrativelitigation･Thedecisions,however,canbesubjecttoinCidentaljudicialreviewina

revocadonsuitagainstSubsequentadministmtivedispositiorLS･Thetimepassedbetweenthesethreesteps-thecib,pta-1ng

decisions,thesubsequentadministrativedispositionsandpossiblelitigationsagalnStthelatter-leadstocomplicatedproblems･

ThispaperalsoexaminesaproposalbyastudygroupintheCityPlamingAssociationofJapan(ToshikeikahJKyokai),which

advocatestheestablishmentofaspecialschemeofadministrativeandjudicialreviewofcityplarmingdecisions.

1.はじめに

行政過程としての都市計画l)を裁判所がコントロールす

るための手法として,2つの理念型があるだろう｡第一に,

(9-連の行政過程において行われる多種多様な活動の

うちで,行政機関の一定の行動をくくりだしてそれに焦点を

あて(｢結節点｣),それが適法とされる要件を確定した上

で,実際の行動がその要件に適合しているかを審査する

手法であり,ついで,②特定の関係者間における一定の法

律関係の有無を審査する手法である｡後者の典型は,原

告が行政主体に対して一定の権利ないし法律上保誰され

ている利益を有することを主張して出訴する場合,あるいは

行政横関が原告について一定の糸筋の存在を主張し.原

告がこれを否定して出訴する場合となるO現行法上,①は

基本的には抗告訴訟(行政事件訴訟法(以下｢行訴法｣)3

粂)において,②は基本的には公法上の当事者訴訟(行訴

法4条)ないし民j:li訴訟において予定されたコントロール手

法である｡2004年改正により,②にあげた公法上の当事者

訴訟の-類型としての確認訴訟への注目が摘まi),現行法

の解釈論としてその活用可能性も検討されうるが2',法改

正による争訟制度設計を射程に入れる幼合,①を基本と

するアプローチが中心になるだろう｡

①に関わる制度設計のポイントとして,以下をあげるこ

とができるOまず,(ア)行政矧 河のいかなる行動を｢結節

点｣として司法審査の対象とするのかという問題である｡

現行行詐法の解釈論としては,これはいわゆる｢処分性｣

の外延が中心となるが.後述のように,訴訟の直積の対象

たる行政処分と,司法審査の焦点となる対象との間にズ

レが生じる場合もある｡ついで,(イ)いかなる利害関係者

に対して訴訟制度の利用を認めるのかという原告適格の

問題である｡最後に(ウ)どの程度の密度で,行政棟関の

判断に対して司法権が統制を加えるのか,すなわち裁jiと
統制密度の問題をあげることができる,

本稿は,専ら(ア)について.時間軸との関連を中心とし

て考察するC2及び3で現行制度下の裁判例の取り扱いに

ついて,4では,都市計画協会都市計画争訟研究会｢都市

計画争訟研究報告:il:｣における投言を中心に見てみるこ

とにする3)0

2.処分性の外延と時間軸

行訴法が抗告訴訟という訴訟朝型において統制対象と

して選択している結節点は,｢行政庁の処分その他公権力
の行使｣(行訴法3条,以下単に｢行政処分｣)であるOこの

耽念は,確立した判例(批判1964.10.29民鵜18巻8号1809

質)によって｢公権力の主体たる国または公共馳体が行う
行為のうち,その行為によって,直接国民の権利魂務を形

成しまたはその範凶を確定することが法律上認められて
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いるもの｣と定弟されている4)｡2004年行訴法改正によって

事後訴訟としての取消訴訟･無効確認訴訟に加えて,事前

訴訟としての差止め訴訟(行訴法3粂7項),兼務づけ訴訟

(行訴法3粂6項)が一定の要件の下に利用可能になった

が,その対象はやはり行政処分に限られている5㌔

都市計画をめぐる行政過程におけるいかなる行為に行

政処分としての性格(｢処分性｣)を認め,司法統制の結節

点とするかについては,空間的分節化と時間軸の要素と

が共に勘案されている6)｡例えば工業地域指定に関する

最判1982.4.22民粂36巷4号705頁は,同指定の効果は｢あ

たかも新たに右のような制約を課する法令が制定された

場合におけると同様の不特定多数の者に対する一役的抽

象的なそれにすぎず,このような効果を生ずるということだ

けから直ちに右地域内の個人に対する具体的な権利侵害

を伴う処分があったものとして,これに対する抗告訴訟を

肯定することはできない｣として処分性を否定する｡用途

地域指定がなされた以上,当該地域内においては,建築

物の用途,容概率,建蔽率等につき従前と異なる基準が

適用され,それに合敦しない建築物は琴築できないわけ

であるから,上記1964.10.29に香う｢国民の権利義務を形

成しまたはその織田を確定すること｣とみることも十分に可

能なわけであるが,用途地域指定はなお｢一般的抽象的｣

であってそれには当たらないとされているのである｡より

狭域的な空間に関わる地区計画も含め(壊判1994.4.22判

時1499号63貢),規制的都市計画に関して判例は同様の

立場を取っていると言える｡

上記壌判1982.4.22は,その理由を以下のように説明するO

｢右地域内の土地上に現実に前記のような建築の制限を

超える建物の建築をしようとしてそれが妨げられている者

が存する場合には,その昔は現実に自己の土地利用上の

権利を侵害されているということができるが,この場合右

の者は右建築の実現を阻止する行政庁の具体的処分をと

らえ,前記の地域指定が違法であることを主張して右処分

の取消を求めることにより権利救済の目的を達する達が残

されている｣｡都市計画決定の司法統制は,復行の行政

処分,例えば建集確認をめぐる取消訴訟における付随的

審査によってなされるべきだというのが判例の基本的な立

場である｡時間軸を呪みながら｢結節点｣を定める思考方

法がここではとられている｡

しかし,建築基準法46粂1項に基づく壁面線指定(最判

1986.6.19判時1206号21頁)や同法42粂2項のみなし道路指

定(壌判2002.1.17民集56巻1号1頁)にも判例は処分性を認

めている7'｡これらはもちろん都市計画決定ではないが,

具体的名宛人を指定してなされたものでなく,さらに,後続

の行政処分を捉えて争うことも可能である点では,用途地

域の場合とあまり利益状況は変わらないとも思えるのだ

が,こちらについては抗告訴訟の対象とすることを認めて

いるのである｡ここでは,用途地域等が面的範囲を対象

とする決定であるのに対して.壁面線指定等が線的範囲

を対象としていること,すなわち空間的分節化の程度にも

着日しているものと考えられるだろう｡ただし判例は都市

計画決定であるかどうかについては特に考慮要素とはし

ていないように思われる｡

事業目的の都市計画決定についても,判例は処分性を

認めることに慎重である｡最判1966.2.23民集20巻2号271

頁は.土地区画整理事業計画の変更決定･公告について,

｢当該土地区画整理事案の青写真たるにすぎない一役

的･抽象的な単なる計画にとどまる｣として処分性を否定

するO仮換地指定又は換地処分の投階に至って初めて処

分性が認められ,それに対する取消訴訟が可能だという

のである｡都市施設(道路)に関する都市計画決定につい

ても判例は処分性を否定している(壊判1987且22判時1285

号25頁)し,都市施設(都市高速鉄道)に関してもそれを前

提とする(最判2006.ll.2民典60巻9号3249頁(小田急高架

訴訟本案判決)｡ただし,公告された第二種再開発事業

計画決定は,土地収用法上の事業認定と同一の効果を有

することに着目して.処分性が認められている(最判

1992.1126民集46巻8号2658貫)8㌧

また,都市計画事黄認可(都計法59粂)については,同

じくそれが事案認定と同一の効果を有する(蔀計法70条)

ことに着目して処分性を認める取り扱いが既に定着して

いる｡

3.復行処分に対する訴訟による付髄的審査

以上のように判例は,都市計画決定については,若干の

例外を別にして処分性を否定した上で,結節点たる復行

の行政処分に対する抗告訴訟を通じて,その適法性を付

随的に審査するという基本的スタンスをとっているo

東京高判2005.10.20判時1914号43頁の事例は,都市計

画道路に関する都市計画決定にともなって区域内の建築

物が許可制となっていたところ,建築の許可申諭を不許可

とされた原告が,同不許可処分の取消しを求めた訴訟で

006古布Iti5272



あるO裁判所は,不許可処分の基礎となっている都市計

画(変更)決定が違法と判示し,不許可処分を取消した引｡

この場合.判決の拘束力により.行政は本件都市計画変更

決定を取り消し,再度都市計画決定を行わなければなら

ない1㌔ また,前掲最判2006.ll.2(小田急高架訴訟本案判

決)は,都計法61条が｢事業の内容が都市計画に適合｣し

ていることを都市計画事案認可の要件としていることをあ

げた上で,都市計画事業認可取消訴訟において,その前

姥としての都市計画決定が司法審査の対象となることを確

認している｡

さて,復行処分に対して訴訟を提起することによって都

市計画決定の適法性をコントロールするこのような司法統

制手法について,2006年9月にとりまとめられた(財)都市計

画協会都市計画争訟研究会｢都市計画争訟研究報告番｣‖'

は,個人の権利救済にとっての問題点を指摘する｡輩約

すれば,(i)規制強化型の都市計画変更に不服がある者は,
わざわざ変更前の蔀市計画を前提とした建築確認申請等

を行って手巨否処分を得なければならない(ii)事業型の都

市計画決定に不服があるものは,行政の側から復行処分

がなされるまで訴訟が提起できず,事業が進行してしまう

(iii)規制歳和に不満がある者は,他人の建築確認全てに

対してモグラ叩き的に取消訴訟を捷起しなければ目的を

遥することはできないことになる!2'という3つの点であるO

きわめて術潔かつ的確な問題整理であるが,ここではも

う1点を追加したい｡復行処分に対する抗告訴訟におい

て付随的に先行の都市計画決定の述法性を争う均合,司

法統制の直接の対象としての径行行政処分の時点と,司

法審査の焦点となりその泣法性の有無が関われる対象で

あるところの都市計画決定の時点が異なることになるoそ

して後者についての違法性の有無の判断基準時は都市計

画決定時点とされるのが近時の裁判実務である｡

さて,通説判例に従えば,取消訴訟の違法判断の基準

時は,取消が求められている行政処分がなされた時点で

ある｡訴訟が提起され,審理が進行し,判決がなされるま

での時点で事実関係の変火や法令の改廃が生じた場合

でも,当初の処分時点を韮準に判断がなされるべきものと

されるJ3'亡既にここでズレが生じているわけであるが,都

市計画決定については,処分性が認められず直接抗告訴

訟の対象とされているわけではないにも関わらず,同じよ

うな取り扱いがなされているのであるJ4｣Cそのため,披畔

時は旭に遡り,行政処分時と判決時とのズレに加えて,眺

茄市計両のJ･JLE税制一番丑対象と時間軸の同省を中心に

市計画決定と復行行政処分時点との間のズレが加算され

ることになるO

例えば小田急高架訴訟は鉄道等に係る都市計画事業

認可の取消訴訟であったが.裁判所は,その前捉となって

いる1993年の都市計画変更決定について適法性の審査

を行った｡この場合,都市計画決定と後行処分である都

市計画事業認可(1994年)との間には1年はどの時間差し

かないが.2006年の救高裁判決までには長い時間の経過

があり,その間のトンネル工法の技術革新等に鑑みれば,

基準時次第では結論に影響をおよはす可能性もあったと

考えられる15㌧

また.公園区域に民有地を含めたことの妥当性が問題

とされた林式の森公園訴訟(最判2006.9_4判例時報1948号

26頁)では,取消訴訟の対象とされたのは1996年の都市計

画事業認可であるが,適法性の審査対象とされたのは,

1957年の都市計画決定である16-｡その間の事情変更に加

え.｢当時の判断過程および考慮要素の盛付けとなる事実
を直接明らかにする'L7科がないにもかかわらず.本件決定

当時まで遡って,本件国有地を利用した場合の樹木への

影響等に関わる事実を認定することに実際的な意味を見

出しうるか疑問が経る｣J7)ため,そもそも実効的な司法怒

童の可能性自体に髄間が残ることになるD

f

都立林拭の森公園南門
同公開に卿する甜再訂酎央定をめぐる訴訟で.この南門の位IYiが間mとされた｡
写ロはT糾lE史氏欄 ,臼*?地相)より肋が(http./ノ仰仰 Jura.rt栂 ata-U..lCrPrSlnlOl加 Iihtrn)
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4.都市計画決定に対する争訟と主張制限の問題

このような問題状況に対する解決策として,都市計画決

定自体を訴訟の対象として,早期の争訟の提起を可能に

すべきことを学艶はかねてより埋唱してきた｡そして.行訴

法の2004年改正により,都市計画を新たに明示された確

認訴訟の対象とする理論的可能性も浮上してきたところで

ある1㌔

前掲｢都市計画争訟研究報告番｣(以下単に｢報告書｣と

する)は,この点について,(I)都市計画決定等を行政不服

審査法上の処分と見なして不服審査の対象とし,(2)また,

裁決主義をとった上で取消訴訟の柑象とするという処方毒

を捷示する｡｢1.はじめに｣の①の方向での解決策を示し
たことになる｡

裁決によって方向性を示し.住民参加手続を踏まえた

都市計画決定を決定権者に銘務づける(あるいは不服審

査手続それ自体の中で公聴会等の住民参加手法をとる)

ことに加え,裁判所によって取消判決が出た場合は改めて

裁決をしなければならない仕組みにすることで,判決によ

って都市計画決定の効力が決定時に遡って失われること

を回避でき,また.多数当事者の利春関係の調整,専門

的･技術的判帆 多様･柔軟な救済措置の必要性という都

市計画決定の特質に即した救済が可能だと｢報告沓｣は述

べる19'｡基本的に首肯すべき方向性であろう｡

但し,同報告潜は,都市計画決定に処分性を認めるこ

とで,不服申立期間の徒過後は取消訴訟の対象とするこ

とができなくなり.また.徐行処分訴訟において都市計画

の違法性の主張が制限されることを予定しているO後者

の理由として,(ア)都市計画決定に対する不服審査に対

する判決と復行処分に関する判決の内容に差が出た場合

の｢法秩序の開超｣(イ)都市計画の違法性をいつまでも主

張できることによる法的安定性の問題(ウ)当初の利害調

整手続の効果を滅殺し,手鏡への信頼を失わせるおそれ

の3点があげられbJOIo｢新たな事後的争訟手続の導入を

契横として,事前の住民参加手続も含めた早期の段階に

おいて都市計画に係る関係者間の利害がより綿密に調整

され.広汎な合意の成立によって決定手続の効率的(手戻

りのない)実施が可能となるとともに(下線は引用者).これ

らの過程を通じて事後的争訟自体も減少していくことが期

待されるJ21)というのが報告番の基本的立場なのであるC

事前の行政手続による十分な利害調整と法的争訟によ

る事後審査可能性を前操とした上で,都市計画決定を早

期に法的に確定させてしまうことは,一般的な方向性とし

ては有意義と思われる｡それは都市計画の内容に関わる

予測可能性を高め,法的安定性をもたらすであろう｡また,

3で述べたように,都市計画決定時点と訴訟の審理時点と

の間の時間差が大きすぎると司法審査自体が困難となる

ことからも.その重要性を基礎づけることができるO

他方で,留意しなければならない問題もあるのではない

だろうかO

第1に,報告番は.都市計画決定を取消すことによる｢既

存の土地利用秩序の侵審｣として,｢住居地域から準工業
地域への用途地域に関する都市計画の変更を信頼して建

築された工場｣｢道路のルートに関する都市計画の変更が
あり,それを信頼して旧ルート上に建築した建築物｣とい

う二つの例を挙げるCこれらの関係者にとって,都市計画

の予測可能性が高い重要性を有することは言うまでもない

が,予測可能性22'が必要なのは,こういった建築行為の主

体にとってのみではないだろう｡自らの居住空間の将来像

に対する住民の予測可能性にも配慮する必要があるので

ある｡そして｢事前確定性に依拠しながら,規制において

事前確定している内容が少ないという矛盾した,非計画の

そして予見性の著しく低い都市計画｣と言われるような現

咲,そして,｢良好な空間形成を保障する上では,たとえそ
れが地区レベルの詳細規制であったとしても事前に全て

を昏き込むことは不可能である｣という指摘23)に留意しな

ければならないだろう｡

｢報告番｣の前掲部分も,｢事前の住民参加手続も含め
た早期の段階｣における関係者間の利害の綿密な調整と

広汎な合意を強調しているが,例えば浸和的都市計画変

更によって従来の街並みが大きく変容する潜在的可能性

がある場合,住民参加の前碇として,これらをわかりやす

く示す計画評価-いわば｢まちづくりアセスメント｣-を行

い,椿極的に.情報を産出することが求められる｡｢土地利

用を積極的に行なうという立場から現行の法制度をフル

に活用すればどのような状況になりうるかのシミュレーショ

ン｣によって,｢地元住民が静停するほどにボリュームのあ
る建築物立地がr適法にjされうることが.理解される｣24)

ことが必要だろう｡

第2に,不確実な将来予測の上で行われた利害調整に

立脚した上で,長い時側をかけて実現されでいくのが都

市計画の本Tiである以上,予測の過誤,あるいは過誤と

は言えなくても結果的に生じた串帖変更によって現状に適
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合しなくなるリスクを必然的に伴うものである｡マクロ的に

言えば,いわゆる右肩上がりの社会経済状況を前提として

計画された都市計画道路の見直しが各地で進められてい

る257のは周知のところであるOまた,環境や景観に関する

社会意識･法意識の変容を背景として,それらにかかわる

事項に対する評価が都市計画決定当時と現在とで大きく

異なってくる場合が少なくないだろう｡このような事情変更

への対処可能性を替まえた制度設計が必要である｡

さらにいえば,そもそも地域住民は,自らが生活を営ん

でいる空間の意味や価値について十分認識していない場

合も少なくないと思われる｡それはしばしば,現実の建築

案件が登場し.従来の居住空間に決定的な変容が加えら

れる可能性が明らかになった後で初めて言語化されて認

識されるものなのである263.上記のように都市計画投階に

おいて住民参加手続において将来の空間利用形態の可

能性についての情報を積極的に産出する仕組みが求めら

れるとともに,将来予測の構造的限界も踏まえた対処がま

た求められるところである｡

この点について｢報告書｣は,都市計画の不変更の違法

性については,主張制限の対象外とする立場を示してい

る2m｡すなわち,都市計画法21条1項の｢変更決定を行う

要件が充足されているにもかかわらずこれを行わないこと

が,変更頚務の違反または変更しない不作為の違法であ

ると評価され｣28)うる場合,後行処分段階において都市計

画決定の違法の主張を例外的に可能にする趣旨であろ

う｡付け加えて言えば,主張制限にかかる事項を都市計

画決定手続において十分に検討された事項に限定し,そ

こで検討対象とされていない事項については事後的主張

を認める可能性なども検討の余地があるのではないだろ

うか｡

また,争訟法レベルのみならず,事情変更に対処するた

めの行政過程の充実も望まれる｡事業的な都市計画につ

いては,各公共事業の個別法および政策評価法との関係

を整理した上で,定期的な公共事業の再評価システム29)

を一層充実させてい_(必要があろうO規制的な都市計画

制度については.都市計画提案制度(都計法21条の2)と

の関係が問題になる｡｢報告番｣は,計画提案を踏まえた

都市計画の変更をする必要がないと都市計画決定権者が

判断した場合の提案者への｢通知｣(都計法21条の5)につ

いても不服審査の対象とすべきとしている｡これによって

ち,都市計画不変更についての争訟可能性が開かれるこ

ホ市計両の司法携肘.-⊥番正対虫と押印飴のtEl出を中心に

とになる38㌔ただし,現行の都市計画提案制度は,地権者

やまちづくり組織に堤集権を認めているが,都市計画基準

等への適合に加え,区域内の土地所有者の地積レベルで

3分の2以上の同意を提案の要件としている｡都市計画制

度一般としても多様な発意を促進するためには厳しすぎる

条件ではないかと考えられるが31),争訟の局面を想定す
ると,少数者にとっては提案制度が主張制限の代替になり

うるとは到底言えない｡この方向性によって事情変更の問

題に対処するとすれば,提案制度を大幅に拡充することが

必要になると思われる32).

注

1)敢密に言えば,地区計画に基づく建築物制限条例などは行政

過程ではなく立法過程と位置づけられるであろうが,ここでは

ひとまず考慮の外に置く｡

2)中川丈久｢行政訴訟としてのr確認訴訟Jの可能性｣民商法雑

弦130巷6号963-1017頁(996頁)は,｢立法措置がなされるま
での間の暫定的な訴訟｣あるいは｢立法の間隙をつくいわば

問題捷超的訴訟｣として.都市計画決定にかかる確認訴訟の

可能性を示唆する｡

3)(イ)については,拙嘱｢まちづくり･環境訴訟における空間の

位置づけ｣法律時報79巻9号28134頁(29頁以下)で若干論じたO

(ウ)については,偉判2006.ll.2民典60巻9号3249貢が現在の

判例の到達点であるが.これについては拙稿｢判批｣ジュリス

ト増刊平成19年度塵要判例解説(近刊)で簡単に触れた0

4)但し,近時の判例の中には｢従来の公式｣にあてはめることが

必ずしも容易でないものがあることも指摘されている(参照,

殺判2005.10.25判例時報1920号32頁における蒔田宙靖補足意

見)0

5)但し.差止め訴訟･凝務づけ訴訟においては事前統制として

の性格上｢一定の処分｣という語が用いられ.処分内容の特定

性の草紙が若干競和されている0

6)拙稿｢まちづくり･塀墳訴訟における空間の位置づけ｣(前掲往

3))では,専ら空間的分節化に着目した分析を行ったが,本稿
では時間軸的側面により注目する｡

7)しかも,みなし道路指定については,一括指定の方法で行わ

れ,従って,指定時に特定の道を行政桟関が想定していない

場合であるにもかかわらず処分性が認められている｡

8)また,国営･都造府県営の土地改良事案計画決定については,

土地改良法自身がそれが行政不服審査法上の異議申し立て

の対象となることを前提とした規定を設け.すなわちその処分

性を予定している(同法87粂6項)｡最判1986.2.13民集40巻1号

1頁は,市町村営の土地改良事案の施行認可についても,国

営･都道府県首との均衡から処分性を認めている｡

9)同判決に付する県側の上告は退けられている(2008年3月11日

瓜市計亘272 009



特典:6奇計両制度を壊せする
｢2019年輔市計画法に向けた弧

決定,参照.朝日新聞2008年3月12日)｡

10)参照,小幡純子｢判批｣判例評論573号181貢

11)新都市2006年9月号92-123貢所収

12)前掲注11),96貢

13)塩野宏r行政法Ⅲ(第4版)J(有斐臥 2005年)181頁｡参照,

小早川光郎｢判決時説か処分時説か｣法学教室160号120-

123頁｡

14)仮に都市計画決定を行政処分類似のものととらえず,法令類

似のものと捉えるならば,基本的には判決時の上位法令を基

準として適法性が判断されることとなるだろう｡参照.前田雅

子｢公共串兼と都市計画｣芝地義一･兄上崇拝.曽和俊文宙

rまちづくり･環負行政の法的課題l(日本評論社,2007年)99-

122貫(117貢)｡

15)山村恒年r行政法と合理的行政過程飴j(慈学社,2006年)

579頁は｢後発的遵法｣の可能性を示唆する｡

16)本件では,1987年に変更決定も行われているが.当初決定が

審査対象とされた｡おそらくそれは,争点事項である民有地

の取り込みがなされたのが当初決定であったからであろう(前

田雅子｢判批｣判例評詮585号166頁,前田･前掲注14).117

頁注(32))0-方,小田急本案訴訟1番(東京地判2001.103

判例時報1764号3頁)は,都市計画の一体性･鎗合性を重視

し｢ある都市計画について,基礎調査等に基づき何らかの変

更をすべき場合には,それが軽易な変更でない限り,これを

契機として都市計画全体の見直しをすることが求められてい

る-.変更後の都市計画は,変更された部分のみならず-全体

として新たな都市計画となる｣として,1964年の当初決定では

なく1993年の変更決定を審査対象にし,最高裁もその立場を

是認している(参照,拙稿｢判批｣･前掲注3)0

17)前田･前掲注14),114頁,同･前掲注16),166頁｡なお,同

訴訟それ自体は,差し戻し審鮭萩中に東京都が認可を取消

し,庶告が訴えを取り下げて終了している｡

18)参考,大横洋一｢都市計画訴訟の法構造一浪碇審査訴訟と

計画練持原則の関係を中心として｣法政研究 72巻3号(2006)

45か486頁(459頁)｡

19)前掲注11),9899頁

20)前掲注11),110貢.114貫

21)前掲注11),96貫

22)予測可能性の間貸に買受人の｢取引の安全｣の観点から多

面的にアプローチし,事前参加手続の充実を鋭くものとして

参取 高棉寿-｢r取引の安全Jと土地利用計軌 i/地利用
規制一計画策定手鏡を中心として｣川井健先生傘寿記念論

文集刊行委員会宙r取引法の変容と新たな展開j(日本評論

社,2007年)213-247貢｡

23)小泉秀樹｢都市の計画システム｣植田和弘/神野直彦/西村

幸夫/間宮陽介r都市のシステムと経営j(岩波昏店,2005年)

115140貫く123頁,122頁)

24)北村啓宣｢地方分権改革と都市景観法システム｣植田/神

野/西村/間宮編･前掲注23),85-113頁(100頁),参照,拙

葡｢建薬診争と土地利用泉制の制度設計一情報構造の観点

から｣日本不動産学会誌第19巷4号5&65頁(61貢)

25)各地の状況について参照,柳沢厚･野口和輩･日思雅特番著

r自治体都市計画の壌前線J(学芸出版社,2007年)203･244

貫,｢特別企画 都市計画決定道路の変更とまちづくり｣季刊
まちづくり11号,61-85貫

26)参照,拙篇｢r公私協働Jの位相と行政法理論への示唆-都
市再生関連諸法をめぐって｣公法研究65号(2003年)200-215

頁(207頁)

27)前掲注11),114貫

28)前田･前掲注14),114貫以下,同･前掲往16),167頁

29)国土交通省所管の公共事業の再評価 について参照,

httpノ/wwwJnlit,gojp/tee/hyouka/public/09J)ublic_0lc.htmi

30)前掲注11)102頁,114貫もっとも現行法上は,この通知の処

分性に疑問の余地がある(前田･前掲注14),119頁)ため,戟

告番の提案はこの点についても法改正を前渡とするもので

あろう｡

31i参乳 小泉秀樹｢地域発意と都市再生｣都市間趨研究54巷6

号(2002年)47-61頁(52貢),拙稲･前掲注26).201頁,207頁))

32)前田･前掲注14),120貫,同･前掲往く16),167貫
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